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第１章 策定の背景 

 

１ 経営戦略の目的 

 現在、小松市水道事業は、上水道事業１箇所、簡易水道事業４箇所、飲料水供給施設１箇

所、専用水道１箇所で飲料水、生活用水の確保を行っており、市民の大部分に普及していま

す。平成２９年４月からは、簡易水道事業４箇所、飲料水供給施設１箇所及び専用水道１箇

所を簡易水道事業１箇所にまとめ、水道事業に会計統合し、経営のスリム化及び経営の効率

化を図ることで更なる経営の安定化に努めることとしています。 

 しかし、これからの水道事業は、施設の老朽化が進む中で安全で安心な水の供給や災害時

にも安定的な給水を行うための施設水準の向上に向けた取り組みが求められるとともに、

事業の統合化や民間活用をはじめとする運営基盤の強化や技術力の確保が必要となってき

ています。これらの課題に適切に対処していくためには、水道事業者が自らの事業を取り巻

く環境を総合的に分析し、計画の策定や実行する必要があります。 

 「小松市水道事業経営戦略」については、小松市水道事業が市民のニーズに対応した信頼

性の高い水道を次世代に継承していくために小松市水道事業経営戦略を策定するものです。 

 

２ 経営戦略の位置づけ 

 小松市水道事業経営戦略は、上位計画である「小松市水道ビジョン」を踏まえ整合性を図

りながら、小松市水道事業の今後の目標を設定し、目標達成に向けた実現方策を定めるもの

です。 

 計画の期間は今後１０年間（平成２８年度～平成３７年度）とし、定期的な事業進捗の評

価や情報公開により適宜見直しを行っていきます。 
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第２章 小松市水道事業の概要 

 

１ 水道事業の概要 

 （１）水道事業の現況 

 本市の水道は、上水道事業１箇所、簡易水道事業１箇所（平成２９年３月８日付け、認可

変更により簡易水道４箇所及び飲料水供給施設、専用水道施設を統合）で飲料水、生活用水

確保を行っており、整備が完了した状況です。 

 

 表２－１ 水道普及状況（平成２７年度実績） 

事業名 
給水区域内人口 

（人） 

現在給水人口 

（人） 

普及率 

（％） 

上水道 107,868 107,785 99.9   

簡 

易 

水 

道 

尾小屋・西俣地区 60 60 100.0   

下大杉地区 18 18 100.0   

池城地区 3 3 100.0   

麦口地区 150 150 100.0   

赤瀬地区飲料水供給地区 33 33 100.0   

中ノ峠・嵐地区専用水道 43 43 100.0   

合 計 108,175 108,092 99.9   

※平成２９年３月８日付け、認可変更により簡易水道事業及び飲料水供給施設、専用水道施

設は小松市簡易水道事業として統合され、平成２９年４月１日より公営企業会計となりま

す。以下、簡易水道事業の統合及び公営企業会計制度への移行についての記述は省略するも

のとします。 

 

 表２－２ 水道事業の概要表（１／２） 

事業名 認可年月日 給水開始年月日 備考 

上水道 Ｈ06.03.31  Ｓ12.11     企業会計 

簡  

易  

水  

道 

尾小屋・西俣地区 Ｓ54.04.16  Ｓ55.04.01  企業会計 

下大杉地区 Ｓ41.05.30  Ｓ41.11.01  企業会計 

池城地区 Ｓ33.07.25  Ｓ33.12.01  企業会計 

麦口地区 Ｈ07.06.09  Ｈ10.03.17  企業会計 

赤瀬地区 Ｈ29.03.08  Ｈ12.01    企業会計 

中ノ峠・嵐地区 Ｈ29.03.08  Ｈ10.04.01   企業会計 
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 表２－２ 水道事業の概要表（２／２） 

事業名 

既計画 実績（平成２７年度） 

給水人口 

（人） 

日最大給水量 

（㎥／日） 

給水人口 

（人） 

日最大給水量 

（㎥／日） 

上水道 115,000 107,000 107,785 48,840 

簡 
 

易  

水  

道 

尾小屋・西俣地区 55 102.9 60 54 

下大杉地区 20 25.5 18 17 

池城地区 3 64.8 3 3 

麦口地区 147 54.9 150 45 

赤瀬地区 41 35.8 33 15 

中ノ峠・嵐地区 37 29.2 43 13 

 

（２）水道施設の概要 

 上水道の水源は、地下水及び石川県用水供給事業より受水であり、簡易水道及び飲料水供

給施設、専用水道施設の水源は、表流水及び湧水です。 

 上水道は、自然流下方式とポンプ加圧方式と併用し、簡易水道及び飲料水供給施設、専用

水道施設は全て自然流下方式で配水しています。 

 

 表２－３ 水道施設概要一覧表（上水道） 

揚水場名 上清水揚水場 川北揚水場 花坂揚水場（県水） 

敷地面積 4,160 ㎡ 10,881 ㎡ 27,712 ㎡ 

水源原水の種別 井戸８本 井戸１０本 石川県用水供給事業

より受水 

給水能力 23,000 ㎥ 27,000 ㎥ 30,700 ㎥ 

主な給水区域 東部の一部 

西部の一部 

北部地区 東部山間地域 

南部地区 

浄水処理方式 塩素消毒 塩素消毒 急速ろ過後塩素消毒 

配水池 池数 ４池 ７池 ７池 

有効容量 12,756 ㎥ 17,110 ㎥ 14,740 ㎥ 
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 表２－４ 水道施設概要一覧表（簡易水道及び飲料水供給施設、専用水道施設） 

事業名 

水源 浄水施設 配水池 配水管 

取水種別 処理方式 池数 有効容量 管路延長 

簡  

易 
 

水  

道 

尾小屋・西俣地区 湧水 塩素消毒 1 136.5 ㎥ 8,104ｍ 

下大杉地区 湧水 塩素消毒 1 60.0 ㎥ 1,801ｍ 

池城地区 湧水 塩素消毒 1 7.8 ㎥ 653ｍ 

麦口地区 表流水 膜ろ過 1 110.0 ㎥ 3,490ｍ 

赤瀬地区 表流水 膜ろ過 1 50.8 ㎥ 1,970ｍ 

中ノ峠・嵐地区 表流水 膜ろ過 1 62.0 ㎥ 2,062ｍ 

 

（３）料金について 

 料金回収率は、供給単価と給水原価との関係を見るものであり、料金回収率が 100％を下

回っている場合、給水にかかる費用が水道料金による収入以外に他の収入で賄われている

ことを意味します。料金回収率が著しく低く、繰出基準に定める事由以外の繰入金によって

収入不足を補てんしているような事業体にあっては、適正な料金収入の確保が求められま

す。 

小松市の現状について、経営比較分析表より抜粋した図を示します。直近の平成２６年度

及び平成２７年度では、100％を超え給水に係る費用が水道料金で賄われており適正な水準

であることが分かります。 

 

図２－１※料金改定年月：平成２２年５月 

 

（４）組織体制について 

 小松市水道事業は、上下水道局に料金業務課、上下水道建設課、上下水道管理課の３課を

配置した体制で運営しています。小松市行政改革プランにより職員数をスリム化し、事業の

効率化を図ったことから、平成１８年比で約４０％の職員を削減することができました。現

在は第６次行政改革プランの計画期間であり、平成２７年度比で約１０％の職員削減を目

標（平成３２年度）としていることから更なる経営の効率化に務め事業を実施していく必要

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 97.80 101.07 100.78 111.99 116.62

平均値 100.16 100.16 100.07 106.22 106.69

料金回収率(％) 
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があります。 

 

図２－２ 

 

２ 経営比較分析表を活用した現状分析 

 （１）上水道事業 

  ①経営の健全性・効率性及び老朽化の状況 

水道事業の収入については、少子高齢化や節水意識の高まりから減少していくことが見

込まれ、より効率的な施設の更新やライフサイクルコストを意識したインフラの整備の必

要性が高まっています。このような社会的要求のなか、直近５年間の経常収支比率は、いず

れも１００％を超えており安定的に健全経営を行うことができています。 

 一方で、低い施設利用率については、石川県水、川北水系、上清水水系の３つの水源を持

っている小松市の特殊性の一旦であり、震災や渇水に強いという側面もありますので、この

部分は残しながら施設のダウンサイジングを検討し施設利用率が向上できるよう努めて参

ります。 

 また、有収率については、全国的に見ても高い水準を維持していますが、今後も漏水対策

を進め高い収益性を維持していきたいと考えています。 
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  ②経営比較分析表 

 

※平均値：類似団体（給水人口 10 万人以上 15 万人未満の水道事業（９０事業））の平均値 

 

 

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 102.24 105.20 105.38 115.40 118.80

平均値 107.74 107.91 108.44 113.11 114.00

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.45 0.58 0.81 0.00 0.03

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 345.76 292.11 289.74 231.44 276.38

平均値 608.24 633.31 648.09 344.19 352.05

①経常収支比率(％) 

②累積欠損金比率(％) 

③流動比率(％) 

 経常収支比率については、

経常収益÷経常費用×１００

で表す指標であり、１００％

を超えると黒字団体となりま

す。上水道事業は、１００％

を安定して超えており、収支

に問題が無いことを示してい

ます。 

 累積欠損金比率について

は、収支において複数年にわ

たり赤字が発生すると繰越利

益剰余金等で補填することが

できなくなり発生するもので

す。上水道事業については、

赤字が発生していないため、

０％となっています。 

 流動比率については、流動

資産÷流動負債×１００で表

される指標であり、１００％

を下回ると１年以内支払わな

ければならない資産を有して

おらず、支払い能力に問題が

あるとされます。上水道事業

においては、１００％を大き

く超え、安定しており、支払

い能力に問題はありません。 

小松市 
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0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 246.45 221.15 207.38 197.71 186.44

平均値 263.84 257.41 253.86 252.09 250.76

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 97.80 101.07 100.78 111.99 116.62

平均値 100.16 100.16 100.07 106.22 106.69

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 162.06 157.21 158.59 143.12 137.85

平均値 166.38 166.17 164.93 155.23 154.92

④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) 

⑥給水原価(円) 

 企業債残高対給水収益比率

については、企業債残高÷給

水収益×１００で表される指

標です。類似団体と比較する

と、低い割合となっていま

す。これは、持続可能な経営

を目指し、借金をあまりせず

に施設の更新を行っているこ

とを示しています。 

 料金回収率については、供

給単価÷給水原価×１００で

表される指標です。１００％

を下回っている場合は、給水

に係る費用が給水収益で賄わ

れていないことを示します。

上水道事業は、１００％を大

きく超え、安定している状況

です。 

 給水原価については、有収

水量１㎥あたりについて、ど

れだけの費用がかかっている

かを表す指標です。近年の経

費削減への取組により類似団

体より低い原価で水道水を供

給することができています。 

小松市 
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30.00
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50.00

60.00

70.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 49.32 48.90 48.53 47.53 46.92

平均値 62.81 62.50 62.45 62.12 62.26

87.00

88.00

89.00

90.00

91.00

92.00

93.00

94.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 92.97 92.98 91.69 92.51 92.86

平均値 89.45 89.62 89.76 89.45 89.50

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 40.35 42.07 43.72 45.43 47.11

平均値 39.16 40.21 41.12 44.91 45.89

⑦施設利用率(％) 

⑧有収率(％) 

⑨有形固定資産減価償却率(％) 

 施設利用率については、一

日平均配水量÷一日配水能力

×１００で表される指標で

す。類似団体と比べ施設利用

率が低いのが現状ですが、こ

れは余剰配水能力が高いこと

を意味しており、災害等に強

い小松市の配水能力を示して

います。 

 有収率については、年間総

有収水量÷年間総配水量×１

００で表される指標です。数

値が高いほど漏水の影響が少

ないといえます。類似団体と

比べて漏水の影響が少なく収

益性が高い状況です。 

 有形固定資産減価償却率については、固定資産の減価償却の進み具合を示しており、

類似団体と比較して同程度で推移している状況です。 

小松市 
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③総括 

 先にも述べたように今後の水道事業は、より一層の収益性の低下が見込まれます。今後は、

収益性が低下することによる料金単価の上昇や資金不足による老朽度の上昇を招くことな

く、安全安心をテーマに持続可能な水道事業を行う必要があります。それには、より一層の

経営の効率化は勿論のこと、包括的民営化や広域化の推進など様々な対策が求められてい

ます。既存の考え方にとらわれることなくあらゆる可能性にチャレンジしていきます。 

 

 （２）簡易水道事業 

  ①経営の健全性・効率性について 

 簡易水道事業については、山間部の福祉政策の一面もあり、少ない料金収入に大きな費用

が発生しています。収入の不足額については一般会計からの繰入金に頼る部分も多く、料金

収入で事業を行えていないのが現状です。 
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8.00

10.00

12.00

14.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 3.07 3.43 4.73 4.49 5.57

平均値 9.14 10.19 10.90 12.03 13.14

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.52 0.56 0.44 0.33 0.46

平均値 1.01 0.88 0.85 0.75 0.95

⑩管路経年化率(％) 

⑪管路更新率(％) 

 管路経年化率については、法定耐用年数を超えた管路の割合を表す指標で、類似団体

と比較して低い割合にあり、健全に管路更新が進んでいることを示しています。 

 管路更新率については、当該年度に更新した管路延長の割合を示す指標で、類似団体

と比較すると低いが、管路の経年化率が低いため適正な状況です。 

小松市 
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  ②経営比較分析表 

  

※平均値：類似団体（給水人口 2,000 人以下の簡易水道事業（２４７事業））の平均値 

  

  

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 56.28 54.31 53.54 53.29 40.71

平均値 68.61 70.76 71.66 73.06 72.03

0.00

1,000.00

2,000.00

3,000.00

4,000.00

5,000.00

6,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 4,886.73 4,848.34 4,607.02 4,388.24 4,326.01

平均値 1,442.51 1,496.15 1,462.56 1,486.62 1,510.14

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 19.05 18.06 16.84 16.32 14.00

平均値 33.30 33.01 32.39 24.39 22.67

①収益的収支比率(％) 

②企業債残高対給水収益比率(％) 

③料金回収率(％) 

 収益的収支比率は、給水収

益や一般会計からの繰入金等

の総収益で、総費用に地方債

償還金を加えた額をどの程度

賄えているかを表す指標で

す。類似団体と比較して、給

水収益が少ないため、数字が

悪化しており、経営が厳しい

状況です。 

 企業債残高対給水収益比率

については、企業債残高÷給

水収益×１００で表される指

標です。類似団体と比較する

と、高い割合となっていま

す。これは、施設の更新を市

債で賄ってきた影響で今後

は、市債の発行を抑え施設の

更新を行う必要があります。 

 料金回収率については、供

給単価÷給水原価×１００で

表される指標です。１００％

を下回っている場合は、給水

に係る費用が給水収益で賄わ

れていないことを意味しま

す。簡易水道事業は、１０

０％を大きく下回っており、

厳しい経営状況となっていま

す。 

小松市 
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0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 994.96 1,079.73 1,150.67 1,228.82 1,445.49

平均値 526.57 523.08 530.83 734.18 789.62

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 21.50 21.48 26.42 25.24 26.75

平均値 50.66 51.11 50.49 48.36 48.70

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 90.41 84.39 68.60 68.36 62.03

平均値 74.13 74.16 74.21 75.24 74.96

④給水原価(円) 

⑤施設利用率(％) 

⑥有収率(％) 

 給水原価については、有収

水量１㎥あたりについて、ど

れだけの費用がかかっている

かを表す指標です。類似団体

と比較するとかなり高い水準

となっており、厳しい経営状

況となっています。 

 施設利用率については、一

日平均配水量÷一日配水能力

×１００で表される指標で

す。類似団体と比べ施設利用

率が低いのが現状です。給水

エリアである山間部の人口と

施設規模の乖離がみられる状

況となっています。 

 有収率については、年間総

有収水量÷年間総配水量×１

００で表される指標です。類

似団体と比べると低くなって

いますが、これは山間部の人

口減少に伴い、適正な水質を

保てなくなっていることか

ら、配水管内滞留水の排水を

行っている影響で、近年は数

字が悪化しています。 

小松市 
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  ③総括 

小松市の簡易水道事業については、平成２９年度に上水道事業と会計統合する予定とな

っており、今までの一般会計の繰入金に頼った経営ではなく、小松市の一つの水道事業とし

て経営を考えていくことになります。現状の資本不足を解消し、効率的なインフラ整備を行

いながら、安全安心の水道事業として健全経営に努めていく予定です。 
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第３章 事業の現状分析 

 

１ 給水人口の予測 

 （１）上水道 

 将来の給水区域内人口の予測については、小松市都市デザインより行政区域内人口の値

を採用し、行政区域内人口と給水区域内人口の割合により推計し予測します。 

平成３２年度に１０６，２２１人、平成３７年度に１０４，６８２人となります。 

 ※上水道の給水人口の予測方法については、平成２８年３月策定の基幹管路管網更新計

画で採用した方法です。 

 （２）簡易水道 

 給水人口については、過去の実績値より算出します。 

 簡易水道の給水人口は減少傾向であり、平成３２年度に２６４人、平成３７年度に２３０

人と予測します。 

表 ３－１ 給水人口の予測結果                   （単位：人） 

 

 

※H２７：実績値 H２８～：予測値 

 

 

図 ３－１ 給水人口の予測結果 

 

 

H27 H28 H29 H30 H31 H32
上水道 107,785 107,445 107,143 106,840 106,536 106,221
簡易水道 307 298 289 280 272 264

H33 H34 H35 H36 H37
上水道 105,917 105,612 105,305 104,989 104,682
簡易水道 256 248 241 234 230

上水道 簡易水道 
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２ 有収水量の予測 

 （１）上水道 

 有収水量の予測については、過去１０年の実績を用いて推計し、平成３７年度の有収水量

は平成２７年度の３５，９２９m3/日から約２，３００m3/日減少し、３３，６４５m3/日と

なります。※上水道の有収水量の予測方法については、平成２８年３月策定の基幹管路管網

更新計画で採用した方法です。 

 （２）簡易水道 

 簡易水道の給水人口は減少傾向であるため、有収水量についても同じく減少傾向のまま

平成３７年度に５２㎥/日となります。 

表 ３－２ 有収水量の予測結果 

 

 

※H２７：実績値 H２８～：予測値 

 

図 ３－２ 有収水量の予測結果 

 

３．料金収入の予測 

（１）上水道事業 

 料金収入の予測については、前出「２ 有収水量の予測」で表記した有収水量に平成２７

年度供給単価（実績値）を乗じて算出します。ただし、平成２７年度については実績値、平

成２８年度については決算見込値、平成２９年度は当初予算額とします。また、料金改定は

行わないものとします。 

 目標年度である平成３７年度では、２０億円を下回り１，９７４，３２４千円の給水収益

となります。 

H27 H28 H29 H30 H31 H32
上水道 35,929 35,410 35,178 34,948 34,739 34,540
簡易水道 71 68 67 65 63 61

H33 H34 H35 H36 H37
上水道 34,343 34,158 33,984 33,818 33,645
簡易水道 59 57 55 53 52

30

35

40

45

50

55

60

65

70

75

32,500

33,000

33,500

34,000

34,500

35,000

35,500

36,000

36,500

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

有収水量の予測

上水道 簡易水道

上水道 簡易水道 
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表 ３－３ 給水収益の予測結果 

 

 

 

 

図３－３ 給水収益の予測結果 

 

（２）簡易水道 

算出方法は上記上水道と同様とする。また、料金改定は行わないものとします。 

目標年度である平成３７年度では、３，５５６千円の給水収益となります。 

 

表 ３－４ 給水収益の予測結果 

 

 

H27 H28 H29 H30 H31 H32
有収水量（㎥／日） 35,929 35,828 34,929 34,948 34,739 34,540
日数（日） 365 366 365 365 365 366
総有収水量（㎥） 13,114,209 13,112,866 12,749,000 12,756,020 12,679,735 12,641,640
供給単価（円：H27実績値） 160.77 161.04 162.63 160.77 160.77 160.77
給水収益（千円） 2,108,308 2,111,700 2,073,359 2,050,785 2,038,521 2,032,396

H33 H34 H35 H36 H37
有収水量（㎥／日） 34,343 34,158 33,984 33,818 33,645
日数（日） 365 365 365 366 365
総有収水量（㎥） 12,535,195 12,467,670 12,404,160 12,377,388 12,280,425
供給単価（円：H27実績値） 160.77 160.77 160.77 160.77 160.77
給水収益（千円） 2,015,283 2,004,427 1,994,217 1,989,913 1,974,324

H27 H28 H29 H30 H31 H32
有収水量（㎥／日） 71 68 67 65 63 61
日数（日） 365 366 365 365 365 366
総有収水量（㎥） 25,938 24,888 24,455 23,725 22,995 22,326
供給単価（円：H27実績値） 187.33 195.03 187.65 187.31 187.35 187.32
給水収益（千円） 4,859 4,854 4,589 4,444 4,308 4,182

H33 H34 H35 H36 H37
有収水量（㎥／日） 59 57 55 53 52
日数（日） 365 365 365 366 365
総有収水量（㎥） 21,535 20,805 20,075 19,398 18,980
供給単価（円：H27実績値） 187.32 187.31 187.35 187.34 187.36
給水収益（千円） 4,034 3,897 3,761 3,634 3,556

千円 
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図３－４ 給水収益の予測結果 

 

４．施設の現状分析 

 （１）上水道施設の現状分析・評価 

  ①水源（揚水場）施設 

 上水道の水源は、地下水と石川県用水供給事業からの受水（以下「県水」という。）とな

っています。地下水は上清水揚水場と川北揚水場の２ヶ所（井戸１８本）で汲み上げており

給水能力は、50,000 ㎥／日です。 

 この水源が、最大需要量に対して、どれだけゆとりを持っているか、全国の水道統計値（水

道技術研究センター発表（H25）の中間値と比較すると小松市は、かなり余裕があり渇水等

の水不足に対する安全性は非常に高いといえます。 

【水源余裕率】 

         確保している水源水量（㎥／日）－ 一日最大配水量（㎥／日） 

水源余裕率（％）＝                            ×100 

                    一日最大配水量（㎥／日） 

表 ３－５ 給水収益の予測結果 

 

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

給水収益

上清水揚水場 川北揚水場 花坂配水場（県水）
4,160㎥ 10,881㎥ 27,712㎥
井戸8本
（地下水）

井戸１０本
（地下水）

石川県用水供給事業より給水

（表流水）

23,000㎥ 27,000㎥
32,240㎥（～H28.12）
30,700㎥（H29.01～）

１号 125㎜×15.0kw×17.5m×3.2㎥ 150㎜×30.0kw×38.5m×3.2㎥
２号 125㎜×30.0kw×60.0m×2.0㎥ 150㎜×37.0kw×38.5m×3.5㎥
３号 150㎜×18.5kw×20.0m×2.4㎥ 150㎜×37.0kw×39.5m×3.5㎥
４号 125㎜×30.0kw×56.0m×2.0㎥ 150㎜×22.0kw×23.5m×3.5㎥
５号 125㎜×30.0kw×58.0m×2.0㎥ 150㎜×22.0kw×19.5m×3.8㎥
６号 150㎜×22.0kw×18.0m×3.5㎥ 150㎜×18.5kw×17.5m×3.5㎥
７号 125㎜×30.0kw×61.0m×2.0㎥ 125㎜×18.5kw×31.0m×2.1㎥
８号 150㎜×22.0kw×18.6m×3.5㎥ 150㎜×30.0kw×31.0m×3.5㎥
９号 - 150㎜×30.0kw×28.0m×3.5㎥
１０号 - 150㎜×37.0kw×37.0m×3.5㎥

塩素消毒 塩素消毒 急速ろ過後塩素消毒浄水処理方式

揚水場名
敷地面積

水源、原水の種別

給水能力

取水ポンプ

千円 
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図 ３－５ 水源能力の業務指標による比較 

 

  ②配水池 

 上水道の配水池容量は、44,606 ㎥を有しています。配水池の貯留能力は、一日平均配水

量の何日（時間）分が配水池で貯留可能であるかを示しており、給水に対する安全性、災害、

事故等に対する危険対応性を示すものであります。全国平均値と比較すると、上水道の貯留

能力は平均並と言えます。 

 また、給水人口１人当り貯留飲料水量で比較してみると全国中間値と同程度の値を示し

ており、冬季の需要量増加への対応（負荷率対応）が結果として平常時での災害対応等に余

裕がある施設となっています。 

 配水池の経過年数をみると丸の内配水池が最も古く、一部耐用年数を経過しているため、

早急な対策が必要となっています。また、施設の耐震化に向けては、耐震診断の結果を元に、

安全で安心な水道水を供給するために順次実施していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H25 H26 H2７
水源余裕率 ％ 77.9 84.7 68.4 47.5

名称 単位
小松市業務指標 全国中間値

（H25）

％ 



18 

 

表 ３－６ 配水池の施設概要 

 

  

（ⅰ）貯留飲料水量 

 

 

図 ３－６ 配水池能力の業務指標による比較 

 

 

 

 

水系名称 配水池名称 構造 容量（㎥） 竣工年 経過年数 耐震化
川北調整池 RC 2,518 S49 43
No.1湊配水池 PC 2,041 S47 45
No.2湊配水池 PC 2,041 S47 45
No.1丸の内配水池 RC 1,650 S13 79
No.2丸の内配水池 RC 2,680 S29 63
No.3丸の内配水池 RC 4,670 S49 43
No.4丸の内配水池 RC 1,510 S48 44

小　　計 17,110

上清水調整池 RC 806 S42 49 ○
No.1旭台配水池 RC 3,950 S42 49 ○
No.2旭台配水池 PC 5,000 H26 3 ○
西軽海配水池 PC 3,000 S46 46

小　　計 12,756

花坂配水池 RC 10,192 S55 37
南部配水池 RC 2,520 S44 48
南陽（高区）配水池 PC 58 S49 43
南陽（低区）配水池 PC 230 S49 43
菩提配水池 PC 670 H04 25 ○
金野配水池 RC 960 S55 37
松岡配水池 RC 60 H15 14 ○
岩上圧力調整池 RC 49 S48 44

小　　計 14,739

44,605

川北水系

上清水水系

花坂水系

合　　計

H25 H26 H27
貯留飲料水量 ℓ 211.4 206.4 206.9 201

単位
小松市業務指標 全国中間値

（H25）
名称

ℓ 
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 （ⅱ）貯留能力 

 

 

 

図 ３－７ 貯留能力の業務指標による比較 

 

 （ⅲ）配水池耐震化率 

 

 

 

図 ３－８ 配水池耐震化率の業務指標による比較 

 

 

H25 H26 H27
貯留能力 日 1.15 1.14 1.15 1.09

全国中間値
（H25）

名称 単位
小松市業務指標

H25 H26 H27
配水池耐震化率 ％ 11.99 23.51 23.51 15.9

名称 単位
小松市業務指標 全国中間値

（H25）

日 

％ 
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  ③管路施設 

 導水管と送水管は、鋼管（溶接継手を有する）とダクタイル鋳鉄管（耐震継手を有する）

で整備されており、耐震性に非常に優れています。配水管は、ダクタイル鋳鉄管・鋼管使用

率が全国平均と比較しても２倍強と非常に高く、管路の安定性、維持管理上の容易性は極め

て高いと判断できます。しかしながら、小松市の２水系である川北水系・上清水水系の導水

管及び送水管については、布設から５０年が経過したものもあり管路の老朽化が進んでい

るのが現状です。これらの管路については、口径も大きく更新が容易でないため老朽度調査

（管の肉厚や腐食の調査）を行いながら、適切な更新時期や更新箇所について検討している

ところです。 

 給水管については、平成１５年に鉛の水質基準が 0.01ｍｇ／ℓ以下に強化され、平成２５

年３月に厚生労働省の策定した「新水道ビジョン」でも達成すべき政策目標の一つとして鉛

給水管の総延長をできるだけ早期にゼロにするも目標が掲げられました。上水道での鉛給

水管は、布設替えにより年々減少してはいますが、平成２７年で約 29,500ｍ（約 5,500 件）

残っており、今後も配水管の更新と併せ布設替えを実施する必要があります。 

 

表 ３－７ 管路の施設概要 

 

 

 （ⅰ）管路耐震化率 

 

※導水管、送水管、φ３５０以上の配水管の耐震化率とする。 

延長 耐震化延長 法定耐用年数
（ｍ） （ｍ） 超過延長（ｍ）

導水管 鋼管 7,330 7,330 4,569

ダクタイル鋳鉄管 13,193 0
鋼管 3,262 3,262
ステンレス管 478 478

小　　計 16,933 3,740

鋳鉄管 648 －

ダクタイル鋳鉄管 798,031 1,114
鋼管 44,165 5,862
石綿セメント管 13,317 －
硬質塩化ビニル管 9,425 －
ステンレス管 1,516 －
ポリエチレン管 6,416 －

小　　計 873,518 6,976

897,781 18,046 49,971

約29,500 残存件数 約5,500件

9,445

35,957

鉛給水管

施設名 管種

送水管

配水管

合　　計

H25 H26 H27
管路耐震化率 ％ 29.3 29.3 29.3 5.5

名称 単位
小松市業務指標 全国中間値

（H25）
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図 ３－９ 管路耐震化率の業務指標による比較 

 

 （ⅱ）ダクタイル鋳鉄管鋼管率 

 

 

図 ３－１０ ダクタイル鋳鉄管・鋼管率の業務指標による比較 

 

 （２）簡易水道施設の現状分析・評価 

  ①水源 

 簡易水道の水源は、表流水及び湧水であり、浄水方法は、表流水が膜ろ過方式で湧水は塩

素殺菌で行っています。 

 

 

H25 H26 H27

ダクタイル鋳鉄管
鋼管率

％ 96.6 96.5 96.5 40.8

名称 単位
小松市業務指標 全国中間値

（H25）

％ 
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表 ３－８ 水源の概要（簡易水道等） 

事 業 名 
水源 浄水施設 

取水種別 処理方式 

簡 
 

易  

水  

道 

尾小屋・西俣地区 湧水 塩素消毒 

下大杉地区 湧水 塩素消毒 

池城地区 湧水 塩素消毒 

麦口地区 表流水 膜ろ過 

赤瀬地区 表流水 膜ろ過 

中ノ峠・嵐地区 表流水 膜ろ過 

※表２－５を抜粋 

  ②配水池 

 簡易水道等の配水池は、実績一日最大給水量に対して２～３倍の配水池容量を確保して

おり、給水に対する安全性、災害、事故等に対する危険対応性は十分あると判断できます。

施設機能診断においても、池城配水池は（中）ですが、その他は（高）であり、機能性（耐

震性を含む）に対する評価は高いと判断できます。 

 

表 ３－９ 配水池の施設概要（簡易水道等） 

事 業 名 構造 容量（㎥） 竣工年 経過年数 機能診断 

簡  

易  

水  
道 

尾小屋・西俣地区 RC 136.5  S54 38 高 

下大杉地区 RC 60.0  S50 42 高 

池城地区 RC 7.8  S33 59 中 

麦口地区 RC 110.0  H08 21 高 

赤瀬地区 RC 50.8  H12 17 高 

中ノ峠・嵐地区 RC 62.0  H10 19 高 

  

  ③管路施設 

 簡易水道等の管路の施設概要を下記に示します。 

表 ３－１０ 管路の施設概要（簡易水道等） 

事 業 名 導水管 配水管 計 
法定耐用年数 

超過延長（ｍ） 

簡  

易  

水  

道 

尾小屋・西俣地区 283 8,104 8,387   

下大杉地区  80 1,801 1,881 724  

池城地区  40  653  693 693  

麦口地区 599 3,490 4,089 1,831  

赤瀬地区 341 1,960 2,301 1,794  

中ノ峠・嵐地区 995 2,062 3,057 667  

 

（３）施設の課題 

 施設の課題を下記にまとめます。 
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No. 現時点における課題 説明 

１ 施設の耐震化 上水道事業施設（管路を含む）の耐震化については、全国

中間値を上回ってはいるものの、依然として低い水準であ

り、重要基幹施設から早急に耐震化を図る必要がありま

す。また、簡易水道事業については、損益の明確な算出や

資本増強を図ることを目的に、平成２９年４月より公営企

業法の適用及び上水道事業への会計統合を行います。これ

により、中長期的な財政計画を立てることができるように

なるため、早期に簡易水道事業施設（管路を含む）の更新

計画を定め実施していく必要があります。 

２ 各種設備の老朽化 計画的に設備更新は行ってきていますが、耐用年数を経過

した設備が多く残っており、今後も計画的に設備更新を行

う必要があります。 

３ 鉛給水管の布設替え 年々、鉛給水管は減ってきていますが、今後も配水管の更

新に併せ積極的に布設替えを行っていく必要があります。 
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第４章 将来像及び目標の設定 

 

１ 将来像の設定 

近年の水道は、市民生活のライフラインとして位置付けられ、過去の整備を優先する時代

から飲料水、生活用水の供給が安全かつ安定的に、継続的に実施されること、地震や災害時

の水量が確保されること等、より高い給水サービスの提供が求められる時代、また、水道事

業の原則である「安全、安定かつ低廉な価格での供給」の実現のため事業合理化、統合化が

求められる時代へと移行しています。 

 一方、小松市では、施設統合や老朽化施設の更新を計画的に実施するほか、災害対策（施

設の耐震化）、給水サービスの充実等、市民ニーズへの対応に抜本的、総合的な方策が必要

となってきています。 

 そこで、平成２１年３月に策定した「小松市水道ビジョン」の将来像及び基本理念を踏襲

し、本計画である「小松市経営戦略」においても同様の基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来像 ～安全で安心な水を未来まで～ 

①安心：安心・快適な給水の確保 

（説明）①安心の課題は、主に水質に直結するものであり、これらは水質向上のた

めの施設整備及び水質管理を行うことで達成する。 

②安定：安定した給水の確保 

（説明）②安定の課題は、災害時に市民への影響を最小限に抑えることであり、老

朽化施設の更新や耐震化、危機管理マニュアルの整備で達成する。 

 

③持続：水道運営基盤の強化 

（説明）③持続の課題は、技術的・財政的基盤の強化に努めることであり、事業統

合や包括的民間委託の導入検討を行い、将来も安定した事業運営を実現

する。 

 

④環境：環境エネルギー対策の強化 

（説明）④環境への影響を低減するには、小松市環境マネジメントシステムを実行

し施設の更なる省エネルギー化を追及することで達成する。 

基 
 

本 
 

理 
 

念 
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２ 目標の設定 

 分析された課題及び設定された将来像・基本理念を踏まえて、４つの政策課題「安心・安

定・持続・環境」ごとの政策目 標を設定します。 

（１）安心：安心快適な給水の確保 

 安心・快適な給水の確保を行うためには、水質事故の防止が必要です。 

安心の課題内容 
安心の目標 

大分類 小分類 

水質に対する苦情撲滅 

 

 

安心・快適な給水の確保 

 

 

①水質事故の防止 

②クリプトスポリジウム対策 

（簡易水道事業） 

 

 （２）安定：安定した給水の確保 

 安定した給水の確保を行うためには、災害対策の充実が重要です。そのため、老朽化した

施設及び管路の更新、耐震化に併せて危機管理体制の拡充が必要です。 

 また、災害対策の初動対応や防災対策体制の構築とともに、資材及び機材の整備や防災訓

練等、充実を図ります。 

安定の課題内容 
安定の目標 

大分類 小分類 

施設及び管路の耐震化 

施設及び管路の老朽化更新 

防災対策の充実 

 

安定した給水の確保 

 

 

 

①施設及び管路の基幹施設の

耐震化 

②老朽化更新 

③危機管理マニュアルの強化 

 

 （３）持続：水道 

 水道運営基盤の強化を図るためには、施設効率の悪い事業の改善を図る必要があり、簡易

水道事業の会計統合や包括的民間委託の実施を図る必要があります。 

 さらに、水道事業は、使用者からの料金収入で成り立っており、様々なニーズに的確に応

えていくことが事業発展の基盤であり、時代に対応したサービスを使用者が満足できる形

で提供していくことが必要です。 

持続の課題内容 
持続の目標 

大分類 小分類 

簡易水道事業の自己資金によ

る継続的な運営 

維持管理の効率化 

 

 

水道運営基盤の強化 

 

 

 

 

①簡易水道事業の公営企業会

計適用及び会計統合 

（H29.4 実施） 

②包括的民間委託等の導入 

③給水サービスの充実 
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 （４）環境：省エネルギー型水道の追求 

 小松市においては、有収率の向上と職員の省エネルギー活動の強化を目標とします。 

環境の課題内容 
環境の目標 

大分類 小分類 

有収率の向上 

 

 

 

環境エネルギー対策の 

強化 

 

 

①有収率の向上 

②省エネルギー活動（小松市

環境マネジメント計画 

KEMSの推進） 

 

第５章 財政 

 

１ 財政状況 

 人口減少や節水意識の高まりから有収水量は減少しているものの、人件費の抑制や県水

の責任水量及び協定水量の引き下げにより単年度収支の利益を確保している状況です。し

かし、中長的には純利益は減少傾向にあるため更なる経費削減に努め、現在の収益を維持し

ながら施設の改築更新や耐震化を行う必要があります。また、平成２７年度末の企業債残高

は、約３９億円であり近年は企業債を発行していないため減少傾向となっています。現状の

財政状況を踏まえると企業債を発行せずに、高い純利益を維持しながらその資金を利用し

施設の更新や耐震化をしていくことが持続可能な水道事業の経営であると考え、それに沿

った財政計画を策定するものとします。 

 

２ 財政計画の基本方針 

（１）投資の平準化による企業債の新規発行の抑制 

 ・企業債については、震災等の不測の事態に備え内部留保資金が安定した水準を確保で

きるよう発行します。また、現状の純利益維持に努め、その資金を活用し、施設の更新

及び耐震化を行うものとします。 

 ・管路の老朽度調査を行い、きめ細かな保全に努め、法定耐用年数を超えた更新基準年

数の設定を行うものとします。なお、更新基準年数の検討については、平成２８年３月

策定の基幹管路管網更新計画により決定しておりその表を下記に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CIP CIP

－
ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝｽﾘｰ
ﾌﾞなし

ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝｽﾘｰ
ﾌﾞあり

溶接 ねじ
ＴＳ継
手1979
年以前

ＴＳ継
手1980
年以降

RR継手 －
ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝｽﾘｰ
ﾌﾞなし

ﾎﾟﾘｴﾁ
ﾚﾝｽﾘｰ
ﾌﾞあり

溶接 ねじ
ＴＳ継
手1979
年以前

ＴＳ継
手1980
年以降

RR継手

50 40 60 75 40 60 75

75 40 55 70 40 55 70

100

150

200

250

300

350

400

450

500

600

700

800

900

1000

50

80 70 75 70

55

50 75 85

55

40 50 65

40 40 40 40

45 55 70

40

55 65

40 40

40
40 50 65

仕様

口径

60 70

40

40

50 60 75

55 80 90

60

悪い土壌

管種 DIP SP VP DIP SP VP

土壌 良い土壌
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 （２）水道料金については、収入と投資のバランスを保持しながら経費削減に努め、現行

の料金体系を維持するものとします。 

 （３）丸の内配水池の耐震化 

 工期：平成２９年度～平成３１年度 

（４）尾小屋・西俣地区（簡易水道事業）紫外線設備工事 

 工期：平成３２年度 

（５）花坂配水池の耐震化 

  工期：平成３３年度～平成３４年度 

（６）下大杉地区（簡易水道事業）紫外線設備工事 

 工期：平成３４年度 

（７）湊配水池の補強工事 

 工期：平成３７年度～平成３８年度 

（８）中央監視制御装置の更新 

 工期：平成２９年度～平成３０年度 

（９）包括的民間委託等の導入 

  ・準備期間：平成２９年度～平成３０年度 

  ・包括的民間委託：平成３１年度～平成３５年度 

  ・第２期コンセッション等実施期間：平成３６年度～ 
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３ 財政計画 

 （１）上水道事業 

  ①財政計画 

 

H27決算 H28見込 H29予算 H30

給水収益 2,108 2,112 2,074 2,051

受託工事収益 49 10 55 18

他会計負担金 12 11 10 10

受託事務収益 21 23 26 27

他会計補助金（a） 52 46 25 31

下水道会計負担金 9 9 10 10

長期前受金戻入 221 226 233 234

その他　 13 13 44 37

収益的収入　計　（b） 2,485 2,450 2,477 2,418

原水浄水及び配水費 350 328 437 364

一般管理費 142 145 159 163

受水費 699 690 666 666

減価償却費 778 781 812 792

企業債利息 96 90 83 76

その他 27 16 26 15

収益的支出　計　（c） 2,092 2,050 2,183 2,076

加入負担金 58 53 47 45

工事負担金 32 29 107 80

企業債 0 0 0 0

国庫補助金 0 6 17 10

長期貸付金償還金 0 0 0 0

他会計出資金 0 0 0 0

資本的収入　計 90 88 171 135

建設改良事業費 429 354 610 1,713

企業債償還金 252 258 264 271

長期貸付金 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

資本的支出　計 681 612 874 1,984

一般会計繰入金計（a） 52 46 25 31

純利益　（e）：（b）-（c） 393 400 294 342

当年度末未処分利益剰余金
※その他未処分利益剰余金を除く

460 462 314 344

内部留保資金残高 1,416 1,760 2,056 1,168

積立金 802 1,180 1,450 600

企業債残高 3,931 3,673 3,409 3,138

主
要
項
目

区　　　　分

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出
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（単位：百万円） 

 

H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

2,039 2,033 2,015 2,004 1,994 1,990 1,974

15 15 15 15 15 15 15

10 10 10 10 10 10 10

23 23 23 23 23 23 23

34 35 33 34 32 33 34

10 10 10 10 10 10 10

236 236 236 237 237 237 237

35 33 36 34 36 34 34

2,402 2,395 2,378 2,367 2,357 2,352 2,337

342 342 343 342 343 343 343

162 162 162 162 162 162 162

666 666 666 666 666 666 666

797 797 798 799 798 799 800

69 62 54 48 42 35 29

15 15 15 15 15 15 15

2,051 2,044 2,038 2,032 2,026 2,020 2,015

45 45 45 45 45 45 45

35 35 35 35 35 35 35

0 0 200 200 0 0 200

33 11 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

113 91 280 280 80 80 280

1,196 588 796 939 716 736 861

279 285 289 297 289 271 248

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

1,475 873 1,085 1,236 1,005 1,007 1,109

34 35 33 34 32 33 34

351 351 340 335 331 332 322

379 355 378 348 382 348 324

760 914 1,035 990 961 934 994

360 530 550 370 420 490 490

2,859 2,574 2,485 2,388 2,099 1,828 1,780
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 （２）簡易水道事業 

  ①財政計画 

 

 

 

 

H29予算 H30 H31 H32

給水収益 5 4 4 4

受託工事収益

他会計負担金

受託事務収益

他会計補助金（a） 21 21 18 17

下水道会計負担金

長期前受金戻入 6 6 4 4

その他　

収益的収入　計　（b） 32 31 26 25

原水浄水及び配水費 10 9 9 9

一般管理費

受水費

減価償却費 18 18 13 13

企業債利息 4 4 4 3

その他

収益的支出　計　（c） 32 31 26 25

加入負担金

工事負担金

企業債 40

国庫補助金

長期貸付金償還金

他会計出資金 7 9 9 11

資本的収入　計 7 9 9 51

建設改良事業費 1 1 1 41

企業債償還金 18 18 18 19

長期貸付金

その他

資本的支出　計 19 19 19 60

一般会計繰入金計（a） 28 30 27 28

純利益　（e）：（b）-（c） 0 0 0 0

当年度末未処分利益剰余金
※その他未処分利益剰余金を除く

0 0 0 0

内部留保資金残高 0 2 1 0

積立金 0 0 0 0

企業債残高 195 177 159 180

主
要
項
目

区　　　　分

収
益
的
収
入

収
益
的
支
出

資
本
的
収
入

資
本
的
支
出
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 （単位：百万円）          

 

 

 

 

H33 H34 H35 H36 H37

4 4 4 4 4

19 18 20 19 18

4 3 3 3 3

27 25 27 26 25

9 9 8 8 8

15 14 17 16 15

3 2 2 2 2

27 25 27 26 25

40

12 12 13 14 15

12 52 13 14 15

1 41 1 1 1

21 22 25 25 26

22 63 26 26 27

31 30 33 33 33

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

159 177 152 127 101


